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ヨハネス・シュレグレ習

『発展についての交渉

ーー南）jアシアの労使閃係―-J

詞 1anncsSchregle, Ni,gotiating I)｛只 'rl(1/mlt•Ill : 

J,abour Relations in So,ヽthrrIIA.＂0，ンュネー

/, International Lahour Office, 1982｛卜， vi+186 

ページ

本れるが対象とするアジア地域は． バキスクン，インド．

fバール，バンクラテンュ， スリランカ， タイ，マレー一

シア、 ン＇ンガボール， インドネシア， フィリピンの1(）カ

国に限走されてし・る。 ASEAN諸因と，通常南rジアと

よばれてし、る国々を対象としているが， Il1,i行を含めた名

称として南りf/ア (SouthernAsia)という成語をあて

た。

＂ 

発1民あるいは[#l発ど，沢される “development"!t, 発

屎途 1：国が追求している国家tl標とされている。そ(/)

"development"(/）内容は， Ipなる経済発展だけではなく，

上り多｝j廿1iり発展を含むものどして把榔されぐし、る，，そ

の発／J(を＇だ現するために労 i史関係上の‘li'ド行がどのよう

な役‘，りlを果たしてし、るか，また果たすべきかに＇）いて提

，了したのが本内である。‘)外史関係の機能を約J(どのかか

わりで，命した本はあ主り出版されておらす，そのために

本内は，労使関係ど発展とのかかわりを浪論するとき必

ず参照される枯本内となる可能付を {iL.．（ーし、る。これか

本内を加平の対象とする理由である。

的者のヨハネス・、／ L レゲレ氏は， ILO(/）労i史関係），，；

艮(/)要職にあり、 2(）り以＿1；にわた， C-f /ア地域0)労働

問題や労使関係につし、て研究をおこな，）ており，現在ア

ジア地域の労働問題を研究するj|：アジア人(/)中で第一人

れど，if価されてし、る。彼は， こ者構成の IL()Cり中枢に

し、ることから，‘片然にアジア地域の労働大1互，労働省の

Ii:i'if，労働糾合や使用れ1,l1｛本叫暉行，大学教授や研究

所の研究ii，労働裁判）ii1Cll市などと接触し，；溢する機

会が多か）たと息われる。つまり， r ／ -「地域のエリー

|‘しよばれる人たちとの交消が多か＇）たことになり呵本

内の比本的先見しも，そうし、う人たちとの交J,I)(/）なかか

r,＇-)主れてきたものと解される。

シL レゲレ氏は国際会品のために何1111'1,来 IIL Cお

•),そのときすでに本かの見本的構想を発K している。

r r / -r,i者[_1」のti・会・経済的発9投における労紺j行の参加！

(『 II 本労働協会雑誌』第 2•14 砂 l979り7月），［アシ f

(I)％1史関係のより良きモテルの探究」(『I1本労働協会糾

品」第269け 1981年 8月）と題する論文がそれである，．

それらを含めて，彼が発表したり論文としてあきらかに

した若えをブラッンュ・アップしてまとめたのが本古で

ある。

本内ーの構成は1欠りとおりである。
,~ 
} 1プ

第 1序

溶2窄

第，，；窃

第4,1，:

第 5序

労使関係制疫

発！代の目的

'り働紐合と使）廿打廿11い）役'9[IJ

叩本交渉と労働争議

企業：：椛用関係， 9、＇.li政策，）j働者の紆汎

参加

政府の役割：＇け働行政と労 i史関｛系：む 6咲

99-K 91 i 
和l99E

以l‘＼ 卒ごとに内容を主とめてみ，tう。

序にわ＇，＇ ‘-c,本団のH的がC')、ミられてし、る。そ:,C・は，

r^ンア 1(），り国の発展とその文化的伝統に即した労使関係

のありりをさくることがll的としてあけ［）れている。

第］序では、労働糾合，使用者団体，政府の：］者の動

きを中心にして，アジア1(）力国の労i史関係制度を歴史的

にフすローすることによって，労使関係についての見礎

的な知識を提供している。これはアジア IOカ国の労使閃

倅に')¥‘てあまり知らなし、,i)い者のために共かれた章でふ

令ハ。

第 2卒以ドが，本佐の中心テーマを探究した部分であ

る。まず第 2草において発l民の内容が検討されているc

吐済社会的発展と政治文化的発展の二つに分けて説町を

している。経済社会（Iり発肌では，従来経済成長率や1KII(

1人あたりの所得の1,'り上とし、う数址的成長指向が強か’’

にか，最近Hflllの削出，所得の公平な分配，貧困り）蝕少

という社会的価値や社会的ll．義に大きな若lぜ，が払われ-(

さて＼、る。し、すれに優先Illil位をつけるかは各国で(/)選択

にもとつくが， 1,l,j行の間に均衡とたもつことも必要であ

ることから、さまざまな利益集団，し，、し、かえれば政府，

労働糾合，使用者団体，その他の機関，どの間で，発）p；，,1゚

画が交渉事項とな→てきている。交渉によって利害を調

整して，コンセンサスをえることによって発展叶画が樹

立される。

『アジア経済』 XXIV-2 (1983. 2) 9l 
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発展計画については経済的発展だけでなく，文化や宗

教という非紆済的分野の発展が，南方アジアではf要tf

地位をしめている。南方アジアでは，工業化が進んでも，

その行動様式や思考様式にアジア的特徴を存続させてお

り，そのアジア的特徴を保持し，さらに促進することが

発展目的に含まれている。そのことによって国民として

の•-•体性を確保することができる。これが政治的文化的

発展である。

以l-．の発IIも寸画の中で，労使関係政策は直要な位置を

しめており，南方アジアの発展に即した労使関係制度を

いかにつくりあげていくかが問題となるが，その前提と

して，南方アジアの経済的文化的背景に適合した「労使

関係のアジア化」現象がみられるかどうかを検討してい

る。

「アジア的労使関係」に対立する概念として「西欧的

労使関係」が存在するかという問題を，まず提起し，棺

者はそれを否定する。ヨーロッパとアメリカでは異なる

し， ョーロッパの中でも国によって異なっている。とこ

ろが，アジアでは，各国によるちがいをみとめながら，

そこに共通するアジア的特徴があることを主張する。そ

のような主張には次の、tうな衿えがみられる。第 1に，

アジアでは，植民地時代に影響をうけた国を念頭におい

て 1西吹的）外史関係」を考えているのに対して， hii民地

時代に受けついだ労使関係をとのように変化させCいっ

たかという視点で「労使関係のアジア化」を把えている

こと。第 2に西欧の労使関係は攻撃的，敵対的である

のに対して，アジアの労使関係では調和を重んじている

と把えていること。第 3に，アシアでは，労使関係上の

用語は西欧に起源を有しており，その用語をアジア社会

のコンテキストの中で再検討する必要があり，そのうえ

でアジア的労使関係を見直す必要があるとしている。

第3章では，発展のためにさまざまな利害を代表する

グルーフ゜間の調整が必要になるという前i捉のもとで，ま

ず労働組合と使用者団体の役割を論ずる。アジアにおい

ても，普遍的tc権利として労働れに結社の自由がみとめ

られ，労働組合は発展のためのパートナーとしての役割

を果たすべく強力な糾織とならなければならない。政が1.

としては労働組合をコントロール下におきたい誘必が大

きいが，そのような組合は発展にとってマイナスである。

ところが，現実には労働組合は弱体である{,組合がカバー

するのは公私の大企業の労働者であり，中小企業，農業

部門， インフォーマル・セクターには影闊が及んでいな

い。団交が労働組合の主要な活動ではなく，団交のは
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たす機能が限定されている。さらにインド，パキスタン，

バ/ゲラデシュ．，スリランカ，フィリヒ゜ンにみ凡れるよ

うに複数労働組合の併存によって交渉能力が剥められて

いる。また，組合役員に外部の者 (outsider)が多く，労

働組合の政治的活動を活発化させ，それが労働糾合間の

イデオロギー的対立を助長している。

使用者団体につしては，その存在を政府や労働組合に

認知させるための闘いは必要がない。むしろ団体のメン

バーとなる企業や使J11者をしかにこの組織にコミットさ

せるかが問題である。アジアでは，企業別交祉が中心（ゞ

あり，個々の企業別交渉と国の発展をいかに調和させる

かは大きな問題であるが， Vヽ まの使用者団体はメンパー

に対して相談に応じたり，助言をするだけであり，統制

力をもって』とを一定方向にコントロールする権限を {i

していない。

第4章は，南方アジアの団体交渉は介業別交渉である

ために，国家レヴェルの発展を企業レヴェルの交渉によ

って達成できるかという問題が生じているとし，国家レ

ヴ―L ルと企災レヴェルの間を調整する必要がぐ〔くると

分析している。こうした調整には産業レヴェルの団体交

渉が必要となる。現在は団交が主に大企業でしかおこれ

われていないが，この産業レヴェルの交渉は中小企業の

労使関係を国索レヴ E1レの発展というワク内におさめる

ことを可能にする。次に，南カアジア礼会の中では，団

体交渉が労働諸条件をよくするという機能をもつのは当

然であるが， In]時に団交をとおして，［出家の発展のため

のパートナーとなることができよう。なぜならば，団体

交渉は調和をi料＾ぶアジアの父化的伝統に合致しているか

らである。

圃だがう主く進まない場合ストライキやロックアウト

が生じるが，いずれも発展を妨害をするものとか，法と

秩序を破壊するものと把えられ，そのために法律でスト

ライキやロックアウトが制限されている。しかし，法律

による禁止はあまり効果はない。ストライキやロックア

ウトをみとめたうえで，その行使の仕方に応して，発11(

に対する妨害をチェックしていくべきとしている。

労使紛争処f!！機構が法律によ，Jて定められているが喰

南jjアジアではその法律のワク外で紛争が処理されてわ

り，過度の法律主義に対する反省が生じている。また南

方アシアでは，調停と1中裁の区別があいまいになってお

り，仲裁は調停に近づきつつあり，三者構成の紛争処理

機関が，南方アジアの労使関係に適した処理方法をうみ

だしてきた。
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第 51図は介翌しヴ．r／し (/)|I¥]}糾をとりあ IfCいる。 主

す，廂用関係は， 1/l,i|吹では法的な権利義務のあつまりで

あるのに対し C・, Iアンアては相在の倫理的義務ととらえ

られている。さらに家父K制は，西欧では191山と平吟に

反するとし Cマ（ナスの評価をうけてし、るが，酎｝jア、／

アでは，そうー（はない。主た人1i政策におし、てもアシア

(/）人々の伝統的価値観や態度に適合させなければならな

い。 II本の人ボ政策が南）jアジアにとって刺激となるの

は，西欧と化がった伝統的価伯観に即 LたJl本(/)人事政

策がI1本の発屎に 7゜ラスとなったからである。労働行(/)

経党参｝JIIは， 1中j方アシアでは政府の指森によりすすめら

れ，労働組合側は団体交袢機能を況体化させるとしぐ反

対(/)立場にたー，てし、る。しかし， 1fiカアシアでは，＇労使

協議と団体交渉の区別はあし、生し、であり，し、 Jミれもー」ン

ヤンサスをえるための協議であり交汎である。グ）主り，

怜iカアジアの糸や料；参IJII は，介党レヴ！~ルにおける使用者

と労働行代人との交渉，協議，討論(/)ミック人されたも

のであり， 1•1j}jf シ「の発展を促進するたけぐなく，伝

統的な紅悲記t}]」tにも合致したも(/)とし＇える。

第 6窪では労使間係における政府の役‘れlを論する。南

)j'/:,.,./f Cは，労働1札間が沿‘なの対象とみられた IJ，労

慟政策よりも1崖業政策が優先されたり LC, 労働省(/)地

位は11＼し、。 し力、 Lそ(/)地iりは次(/)ニグ―)(/）則山でJ狽化さ，tl 

なけれはならなし ‘o ィ^）は公共部門の比！hが大きし‘こと

から，政府it使用行(/)-Lデル，あるいはあるべぎ労｛史関

｛糸(/)バターンを小すへきi¥'，'：附にたたさiしてし、る。しかし，

方政府は発I]）：，；1uhiを実現する義務をおっており， IILi行

を両立させるために，政府は労働省(/)ll)J，，を・-)1,-て，経

貨1和用者と労働組合側との話し合いで問題を処則しなけ

れはならない。もう--＾つは，労働省が国家の発屎のため

に所党平和を維持しなけれはならないからである。産業

‘I牙I] は発1屈のために欠くことのC.• さなし、前捉条｛＇「だから

である。

J‘I L簡iiiに内容を紹介したが，本内の中にはポ唆に立

む）＇＇（デ（「がぷされると 191J時に，疑間と思われるいく

ノ）かの内容も含んでいる。それらを以 I‘̂fこコ 1、,'|、して

お、-う o

III 

(1)衣辿にあるとおり，本内は，発屎かさ主さ‘,l:f叶1J‘l;

を有するグループとの交汎車項になっていると把えてし、

る。これは，発！民のために，政府の統制を強化しぐいく

拷え力と対かしている。苦者は，政府も含めて，労働糾

書評 、，

合や使用者141f本笠に上る話し合いによグ，て発展を推進す

へきでわると i,'l!Jしている。とし、うことは，これらのグ

ループ間にコンセンサスを形成し，そのうえで発展叶圃

を推進しなければ，発展を実現することはできないとい

う判断かある。いし、かえれは，政府の統制のみでは発｝Jt

を丈現させることはてきないということである。これは，

般的命題どしては止しいと思われるが，そのためには

いくつかの前提条件が必要である。

上す，労働組合，使用者団体が，それそれ労働者や使

川者を代表しうる地位にあることが必要である。労働組

合，使用者団体が発展，；十画に合意をしても，その実施に

1、9際にかかわるのは労働者や使用者である。その労働者

や使用者の、在見を代表する労働組合や使用者団体でなけ

れば謡味がない。そのために労働組合や使用者団体の組

識を強化しなければならす，さらにそれらを政府のコン

トロールドにおくことに否定的な吃場にた→ごどにな

る。しかし，現実には労働組合，使用者団体が労働者や

使）tl行の狂1,,1_,を代表しうる地位にあるかどうかは疑間で

ある。労働糾介の組織率は低く， i:として中規模以Lの

企業の労働者が組織されて＼、るにすぎなし、。さらに労働

祖合は政府のコントロールドにおかれて lィ‘る場合が多し・ヽ

現実U)1|lでは， 片者の議論は理想論としては成りたわり

るが，＇［現の可能刊があるのだろうか。

第2の前提条件としては，『iなる利1;：を代表するグル

ー憚lぐ，ゴン・19,t1 スをえ「）れる＼—とてある。怜：者は，

調和を強調するアシアの文化的伝統を根拠に，この油提

条件を府定してし・ヽる＾西欧とり見なりアジアでは，異なる

利益代表者間り）徹底的な対立を1国避し，調和のある関保

を保どうとする指向が強く，この結果コンセンサ人を得

られると竹者は若えてし、る．tうでふる。許者が発）｝りの慨

念をiJも定する場合に、経済社会的発殷だけでなく，アジ

「の文化的伝統の維拉・促進をも含めて芳えているのは，

このためである。しかし，はたして南方アジアの諸国で

は、謁和を淋ぶ伝統が存在するといえるのであろうか。

たしかに南｝jアジアi者ltilの発展，寸画の中で，産業平和の

丈J見をかかけてし‘るが，それはH標としてかかけて＼、る

のであ．,・c,現実に忙業平和が実現してしるわけではな

し、 C .［た)!;:行は，和を大頃にする II本の文化的伝統を南

}jfン＇アに・共通にみられる伝統どどらえている。はたし

て．そうし、えるのかは疑問である。杓者は南方ア/•ア 10

カ国を行察の対象にしながら， H本の労使間係や文化的

伝統にふi1 ··~ーし、る飼所が紬所にみられる。こい、れが，本

・凸の特徴でもあるが，問題点をふくんでおり，次にこの

93 
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点についてコメントしておこう。

(2)著者は日本人の友人を多くもち， H本の労使関係に

ついても多くの情報を知りうる立場にVるが，日本の労

使関係や文化的伝統をアジア全体に共通するものという

視点がみうけられる。この視点をおしすすめれば，日本

の労使関係がアジアのモデルとなるが，背者はそこまで

は明言していない。しかし， H本の経済発屎を支えたIl

本的労使関係が，アジアにおいてそれぞれの労使関係を

つくっていく刺激になると述べている。

西欧人の目からみれば日本もアジアの国であり，そ

こに共通性をみいだせると考えがちかもしれないが， H

本からみれば，他のアジアの国々との相達の方が目につ

きやすい。さらに南方アジア 10カ国の中でも， ASEAN

諸国と南アジアの国々とでは，その文化的伝統，行動様

式や息考様式にちがいがあるといわれており，日本をふ

くめてアジアに共通する文化的伝統を強調することは，

議論としては荒っぽい(1)ではないかと思、われる。やはり

地道に，各国の労使関係を実態調査をしたうえで，共通

する点と相違する点を明らかにするという作業が今後必

要になってこよう。ちょうど現在，シンガポールとマレー

シアで， H本の労使慣行の羽入をはかろうとしており，

それがどのような成果をうむかを調査することは，この
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問題を解明する格好のテーマとなろう。このような作業

を経たうえで「アジア的労使関係」の有無やその特徴を

議論すべきであろう。

(3)「アジア的労使関係」の議論に示唆的な考えがのベ

られている。たとえば，労使関係上の用語を，アジア的

社会の中で再吟味する必要性叫甘摘をしている。西欧の

労使関係を前提とした用語をアジアの労使関係にそのま

まあてはめることの不合理性を著者は認織しているため

である。具体的に著者は次のような用語について検討し

ている。調停と仲裁の区別は，西欧でははっきりしてい

るが，アジアでは仲裁が調停化していることから区別が

あいまいになっていることを指摘している。さらに，団

体交渉と労使協議は，西欧では対立する概念として把え

られているが，アジアではこの区別があいまいになって

おり，団体如ルと労使協議がミ、'.Iクスされて訊 L合し‘が

なされていることを指摘している。また，雇用関係（雇

用契約）が，西欧では法的権利義務関係の集合であるの

に対し，アジアでは倫理的義務のあつまりとなっており，

その性格が異なることを述べている。これらの指摘は，

今後のアジアの労使関係を研究するうえでみのがすこと

のできなV論点となろう。

香川孝三（同志社大午助教投）
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